
キーワード

生産性パラドックス、コンセプチュアライゼーション、ニューエコノミー、価格決定、収穫逓増、情

報資本ストック、生産関数、産業連関表、全要素生産性、部分要素生産性、家電普及率、ロジスティッ

ク関数

［要約］

�１ IT化のマクロ的経済効果については、米国では９０年代後半に入ってから労働生産性

に寄与しているとの実証研究が相次ぎコンセンサスが形成されつつある。その背景には、

IT効果が発現するまでには時間的経過を要すること、IT関連統計の整備、などの要因

がある。我が国においても、今後更にIT化が進行し、関連統計が整備されれば、本格

的な実証段階を迎えるものと思われる。その意味で、IT経済化の分析における技術的

側面も含めて現段階で論点を整理しておくことにはそれなりの意義が認められる。

�２ そこで、本稿ではIT化のマクロ的インパクト分析においての論点整理と、我が国に

おけるマクロ的インパクトの実証分析を行った。理論的側面における論点として重要な

ものは、１．労働生産性への寄与、２．情報関連財の収穫逓増現象、３．オークション

における価格決定構造の変化、４．労働と資本の代替、である。実証分析面における主

な論点は、１．情報財の定義、２．統計自体の限界、３．計測上の問題、である。

�３ 上記理論的論点の実証分析に供するため、我が国の情報資本ストック系列を作成した。

その結果、９９年末の実質情報資本ストックは約７９兆円、全資本ストックに占めるシェア

は７．６％となった。これに基づいて生産関数を推計した結果、トランス・ログタイプに

よる推計が最も妥当であり、情報資本ストックは実質成長率へ有意に寄与していること

が実証された。

�４ 産業連関表分析によれば、IT財供給産業におけるTPF（全要素生産性）、PFP（部分

要素生産性）の上昇は機械製造系、サービス系を中心に相当程度の価格低下効果を伴う

ことがわかった。また、労働と情報財の代替関係については概ね有意な結果が得られた。

ディマンドサイドへのインパクトとして、耐久財家電としてのパソコンの普及率を推計

した結果、２０１５年前後に普及率が９０％を越えることが示唆された。こうした情報財の開

発と普及は相当程度需要を底上げすることが期待される。
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Ⅰ はじめに

IT（information technology）を巡ってここ１５

年程多面的に議論がなされていることは周知の通

りである。多くは、「生産性パラドックス」１）、「コ

ンセプチュアライゼーション」２）、「ニューエコノ

ミー」３）といったキーワードで、いわばサプライサ

イドに起因する経済構造変化として捉えられてい

る。

その一方で、短期的な景気変動に対しても、

IT関連財の需要動向が与える影響が益々大きく

なってきている。昨年来IT需要の後退を一因に

米国経済をはじめとして世界経済が後退局面入り

したが、今年に入ってから半導体などの素材の在

庫調整が進展したために、景気底入れ時期を迎え

る可能性が出てきている。

言うまでもなく、こうしたサプライサイド、

ディマンドサイドの変化を予見し、その妥当性を

検証するのは極めて実証論的、技術論的である。

事実、９０年代前半には、米国における生産性への

ITが寄与する部分は大きくないとの検証結果が

概ね得られていたが、その後の研究によりIT化

の進展は生産性上昇へかなりの程度寄与している

との報告がなされ、コンセンサスが形成されつつ

ある（勿論、いわゆるニューエコノミー論につい

ては引き続き賛否両論有り）。

この背景には、IT化の効果が浸透するために

は相応の時間的経過が必要であること、IT関連

統計が整備されてきたこと、などの要因がある。

９５～９６年頃から急速にパソコン、インターネット

が普及し始めた我が国においても、今後更にIT

化が進行し、関連統計が整備されれば、本格的な

実証段階を迎えるものと思われる。その意味で、

IT経済化の分析における技術的側面も含めて現

段階で論点を整理しておくことにはそれなりの意

義が認められよう。

そこで本稿では、第Ⅱ節においてIT化のマク

ロ的インパクト分析においての論点整理を行い、

第Ⅲ節では、我が国におけるマクロ的インパクト

の実証分析を行う。

Ⅱ IT化のマクロ的インパクト分析の論点整理

ここでは、IT経済化分析に関して、理論的側

面と実証的側面の主な論点を整理してみる。

�１ 理論的側面

理論的側面におけるIT経済化のマクロ的イン

パクトに関する論点はこれまで様々に指摘されて

きているが、概ね以下の視点が重要であろう。

�１労働生産性への寄与

�２情報関連財の収穫逓増現象

�３オークションにおける価格決定構造の変化

�４労働と資本の代替

上記�１については、ソローの成長モデルを前提

とすれば、ハロッド中立的技術進歩（＝労働節約

型）の下では、労働生産性の成長率は技術進歩の

成長率に等しくなる。従って、理論的にはIT化

を技術進歩と捉えれば、IT化の進展は労働生産

性を高めることになるはずである。尚、ソローの

成長モデルにおいては、技術進歩が全く無くなれ

ば、経済成長率自体は人口成長率に等しくなるが、

労働生産性の伸びはゼロとなってしまう。

１）「コンピュータ時代という言葉をあらゆるところで目にするが、生産性統計のなかには見いだせない」（Robert Solow “We’d
Better Watch Out”New York Times Book Review, July１９８７）

２）知識集約化。（Alan Greenspan“Remarks before The Economic Club of Chicago”, Oct１９９５）
３）必ずしも一意で用いられないが、飛躍的な生産性の上昇、従来型景気循環が弱まった、との意味で使われることが多い。例え

ば、情報技術革新、経済のグローバル化、規制緩和による企業間競争、労働市場の柔軟性などによって生産性が上昇した、あ
るいはコンピュータによって在庫管理技術が高まるため、需要と供給のギャップによる変動が小さくなる、など。
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Ｄ 通常のオークション 

逆オークション 

Ｓ 

Ｐ 

Ｓ 
Ｄ 

消費者余剰 

生産者余剰 

Q（数量） 

P
（
価
格
） 

従って、我が国のように今後高齢化社会を迎え、

生産年齢人口の減少が予想される経済では、技術

進歩に成長の源泉を求めざるを得ない（もっとも、

定年延長や高齢者を活用する、女性の労働参加率

を高めるなどの措置によって労働投入量を維持す

ることは可能である）。

�２はいわば従来から経済理論上の最も主要な争

点のひとつである。情報関連財、例えば、汎用ソ

フトの場合、利用者が増えれば増えるほど外部経

済が働き費用が逓減する効果が大きい。その際に

収穫逓増現象が想定される。これは分配理論上

（資本分配率、労働分配率）、収穫逓増が見込ま

れる場合、生産物以上に分配されることとなり理

論上想定しがたいケースとなる。この場合、不完

全競争を想定することになる。

�３は、未だごくわずかなケースではあるが、

ネットオークションにおける価格決定プロセスが

従来の価格決定パターンと異なっているという点

である。通常、財の価格は図表２の通り、需要曲

線（DD曲線）と供給曲線（SS）の交点Ｐに決定

される。

しかし、インターネットでみられる（通常の）

オークションでは、購入者の提示した価格のうち

最も高い価格で決まるために、価格が需要曲線に

沿ったかたちで決定される。この場合、いわゆる

消費者余剰が無くなり、余剰は生産者やオーク

ションに財を提供した者に帰属することになる。

一方、逆オークションにおいては、購入者側が

価格など購入の条件を提示して、売り手は高い価

格から売却していくが、売却する量が多い場合に

は売却価格が順次低下せざるを得ない。従って、

この場合価格は供給曲線に沿ったかたちで決定さ

れるため、生産者や財の提供者の余剰が無くなる

ことになる。

こうした事例は現在のところごく限られている

が、今後オークション取引が増加すれば、生産者

行動、消費者行動に影響を与えることも予想され

る。

�４は、短期的、中期的インパクトと考えられる

が、IT化の進展によって、労働が情報財に代替

される影響である。これまで労働力を介して行わ

れてきた業務がパソコンを中核としたネットワー

図表１ IT経済化分析の主な論点

�１ 想定されるマクロ的変化

�１労働生産性への寄与
・技術進歩としてのIT化

�２情報関連材の収穫逓増現象
・限界費用逓減

�３オークションにおける価格決定構造
・消費者余剰、生産者余剰の減少

�４労働と資本の代替
・中間管理職の削減

�２ 実証分析面での論点

�１情報財の定義
�２統計自体の限界
・資本ストックベース（SNA）でのIT財時系列が無い

・ソフトウェア投資額が遡及困難である

・内製化されたIT財をどう抽出するか

・卸売物価統計が遡及困難である

・要素所得統計が年ベースである

・IT財の稼働率をどう捉えるか

�３計測上の問題
・生産関数タイプの選択

図表２ オークションの価格決定
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クに代替されれば、その分余剰労働力を抱えるこ

とになる。

その余剰労働力を成長性の見込める他の産業に

配分すればマクロ経済としてはマイナスの要因と

はならないが、その調整には相応の時間がかかる。

従って、その期間失業率が上昇する可能性がある。

勿論、IT化の効果を高めるためには、組織のフ

ラット化、意志決定プロセスの迅速化・簡略化、

労働者個々のIT技能向上などの条件が前提とな

る。内閣府（旧経済企画庁２０００）における企業へ

のアンケート調査でもその点を指摘している。

�２ 実証的側面

次に、実証的側面の論点を提示する。前記の理

論的に想定されるインパクトを検証するうえでの

論点を整理する。主なポイントは次の通りである。

�１情報財の定義

�２統計自体の限界

�３計測上の問題

先ず情報財の「定義」であるが、特に国際比較

する際に定義を統一することが重要である。一般

的には、

１．コンピュータ関連設備（電子計算機本体、付

属装置、ソフトウェア）

２．通信関連設備（有線電気通信機器、無線電気

通信機器、その他の電気通信機器、電気通信施

設）

３．その他の情報関連機器（ワープロ、複写機な

ど事務用機器）

の範囲で捉えて良いと思われる。

次に統計自体存在するかという点である。米国

の場合、商務省がSNAベースでの資本ストック

統計のなかに「情報財」として内訳が掲載されて

いるために利便性が高い。

翻って我が国の場合、９３SNAに移行して、従

来中間財として計上されていた受注ソフトウェア

が最終需要項目である民間企業設備投資に組み替

えられるなど改善されているが、資本ストックと

しての内訳が公表されていない。従って、産業連

関表、生産動態統計など個別の経済統計から積み

上げることになる。

また、各情報財を実質化する際に用いる物価統

計も過去への遡及が困難である。近年情報財に占

めるソフトウェアの重要性が増しているが、ソフ

トウェア統計を過去に遡及することも難しい。

技術的な面では、先ず内製化された情報財をど

うカウントするかという点である。井上（１９９７）

はこの点を指摘しており、特にソフトウェアの場

合、多くが企業内で内製化されたものである、と

している。

また、マクロ統計として生産性への寄与を計測

する際に技術的に問題となるのが、情報資本の稼

働率をどう設定するかという点である。稼働率で

資本ストック投入量を調整しないと、例えば

TFP（全要素生産性）にバイアスがかかってし

まう。資本ストックの実際の投入量を計算する際

には、製造業の設備稼働率等で調整するが、情報

財の場合、特に問題となるのが情報サービス業に

おける稼働率をどうみなすかという点である。

同時に計測上の制約となるのが、要素所得（分

配率）である。要素所得統計は年次統計であるた

めに、計測上は年ベースとならざるを得ないが、

一方で情報財を遡及する場合、遡及年数に限界が

あるため推計の対象となるサンプル数が少なく

なってしまう。

上記制約と相まって、生産関数タイプを選択す

る際、コブ・ダグラス型よりは、CES型（Con-

stant Elasticity）、CES型よりはトランス・ログ

型の方が制約条件が少なくより一般的であるが、

その分自由度の点からサンプル数をより多く必要

とする。
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Ⅲ 実証分析

ここでは、我が国におけるIT化のマクロ的イ

ンパクトの実証分析を行う。分析項目は以下の通

りである。

�１生産関数の推計（理論的論点�１に対応）

�２産業連関表に基づく情報財投入の波及効果分析

（上記�１に同じ）

�３労働需要関数の推計（理論的論点�４に対応）

�４パソコン普及率の推計（需要的側面に対応）

�１ 情報資本ストック系列の作成

前述の通り我が国ではSNAベースでの情報資

本ストックの時系列データが無いため、ここでは

先ず以下の手順で資本ストック系列を作成する。

この手順は概ね篠崎（１９９９）によっているが、情

報資本ストックにソフトウェアを加えているなど

多少異なるプロセスを踏んでいる。尚、情報財の

定義は前述の通りである。

１．産業連関表の固定資本マトリックスから情報

資本財を抽出する。各年次の連鎖は接続表で行う。

７５年から９５年までの５年ごとのフローの情報資本

投資額がここから得られる（尚、電気通信施設に

ついては旧電電公社からNTTへの民営化の切断

があるため、８５年以前については公的固定資本形

成も加えた）。９０年以前のソフトウェアについて

は、情報通信業の民間企業設備投資への投入量を

用いた。

２．産業連関表は５年毎に作成されているため各

年の情報資本投資額を算出する必要がある。経済

産業省の生産動態統計（機械統計）の各年の生産

実績を抽出し、そこから財務省の貿易統計の輸出

額を控除し、輸入額を加えることによって内需を

算出する。尚、電気通信施設については財務省の

法人企業統計における電気通信業の建設仮勘定を

用いた。尚、ソフトウェアについては、９０年以前

は年次統計が無いため、上記産業連関表の５年間

の伸びを５年で均等に分割し、９１年以降について

は、経済産業省の特定サービス産業動態統計の受

注ソフトウェアに基づいた。

３．上記で算出した年次統計の伸び率を５年間伸

ばしても、１．の産業連関表の５年間の伸び率に

合致しないため変動係数で調整した。

４．以上の各年次統計を日本銀行の各種物価統計

で実質化する。基準時は９５年とした。国内生産額

については、国内卸売物価指数、輸出入について

は輸出入物価指数を用いた。但し、９５年以前にお

いては情報資本財の財毎に過去に遡及できないた

め、コンピュータ関連設備、電気通信機器につい

ては電気機器、ソフトウェアについては情報サー

ビス、事務用機器については一般機器の価格でそ

れぞれ代替した。電気通信設備は国土交通省の非

住宅建設デフレータを用いた。

５．以上のプロセスで各情報資本財投資額の年次

時系列データが作成された。これをストックベー

スに転換するために以下のプロセスを用いる。

Ｋ：資本ストック Ｉ：投資額

γ：償却率

Kt＝It＋（１－γ）Kt－１

ｔ期以前の毎年の情報財投資額と償却率が一定

比率で継続すると仮定すると、

Kt－１＝（１－γ）t－１×It／（１＋g）t＋（１－γ）t－２

×It／（１＋g）t－１＋……＋It／（１＋g）

g：情報財投資の伸び率

φ＝（１－γ）／（１＋g）とすると、

Kt－１＝It（φt＋φt－１＋……＋φ）／（１－γ）

＝It×φ×［（１－φt）／（１－φ）］×

［１／（１－φ）］

≒It／（g＋γ）

尚、ここでは７５年以前の伸び率は７５～８０年の伸

び率で代替している。また償却率は米国商務省

BEAが発表している財別の償却率を用いた。
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図表３ 情報資本ストックの推計 （億円）

実 質 価 額

コンピュータ

関 連

通 信 機 器

関 連

事務用機器

関 連
通 信 施 設 計

対資本ストック

比率（％）
（参考）

９３SNAベース

１９７５ １０，０２２ １５，５００ １１，１７０ ７９，８６５ １１６，５５７ ４．８ N.A.
１９７６ １２，８４６ １６，８２０ １０，９９８ ８５，９７９ １２６，６４３ ４．９ N.A.
１９７７ １７，４７４ ２０，７６１ １０，９３８ ９１，８９９ １４１，０７３ ５．１ N.A.
１９７８ ２３，３３８ ２１，０８５ １１，１２４ ９７，６３１ １５３，１７８ ５．２ N.A.
１９７９ ３０，０５８ １８，３６６ １１，２３７ １０３，１７８ １６２，８３９ ５．２ N.A.
１９８０ ３７，４１９ １８，３５７ １１，３４９ １０８，５４６ １７５，６７１ ５．２ N.A.
１９８１ ４４，３０７ １８，５２５ １１，３４９ １１３，８６６ １８８，０４６ ５．３ N.A.
１９８２ ５０，１１０ １９，４１１ １１，５６１ １１９，１３８ ２００，２２１ ５．３ N.A.
１９８３ ５５，９４１ ２１，１６４ １２，８３１ １２４，３６６ ２１４，３０２ ５．３ N.A.
１９８４ ６７，４２８ ２４，３２３ １４，６７０ １２９，５５１ ２３５，９７３ ５．６ N.A.
１９８５ ８２，６６２ ２８，７１５ １６，７３２ １３４，６９５ ２６２，８０４ ５．６ N.A.
１９８６ ９９，６４７ ３３，３９８ １７，７６３ １３８，８１７ ２８９，６２４ ５．８ N.A.
１９８７ １１８，６１６ ３９，６９１ １９，２２５ １４２，０４０ ３１９，５７２ ５．９ N.A.
１９８８ １４１，０５９ ４６，１９３ ２２，３０４ １４４，４７３ ３５４，０２９ ６．１ N.A.
１９８９ １６５，８０９ ５３，６４５ ２６，０９７ １４６，２１２ ３９１，７６３ ６．３ N.A.
１９９０ １８８，９４９ ６２，９１１ ２８，５６０ １４７，３４５ ４２７，７６５ ６．５ ６．２
１９９１ ２１１，８３４ ７１，０２６ ３０，３５９ １４８，９５０ ４６２，１６８ ６．５ ６．２
１９９２ ２２２，８２９ ７５，９３７ ３０，６９９ １５０，９９８ ４８０，４６３ ６．２ ５．９
１９９３ ２２３，２２３ ８０，７６０ ３０，２９６ １５３，４９５ ４８７，７７５ ６．０ ５．８
１９９４ ２３２，６２４ ８６，６０５ ２９，１５１ １５６，６４５ ５０５，０２５ ６．０ ５．７
１９９５ ２４７，２２５ １００，１２９ ２８，３８４ １６０，７４１ ５３６，４７９ ６．１ ５．９
１９９６ ２８６，１９３ １２５，９６０ ２７，５０７ １６６，２１０ ６０５，８７０ ６．７ ６．４
１９９７ ３３１，６３３ １５１，４８９ ２６，７９７ １７２，０７７ ６８１，９９７ ７．１ ６．９
１９９８ ３６６，４８７ １６８，５７８ ２５，０８６ １７７，２６８ ７３７，４１８ ７．４ ７．２
１９９９ ３９６，７９９ １８５，６６５ ２１，５７７ １８２，８３４ ７８６，８７５ ７．６ ７．４
２０００ ４３６，４７６ ２０６，２９８ １９，３７２ １８７，２９９ ８４９，４４５ N.A. ７．８
２００１ ４６８，２８２ ２２７，８９５ １７，１７１ １９０，５８８ ９０３，９３６ N.A. N.A.

名 目 価 額

コンピュータ

関 連

通 信 機 器

関 連

事務用機器

関 連
通 信 施 設 計

対資本ストック

比率（％）
（参考）

９３SNAベース

１９７５ １３，５８１ ２１，７５９ ９，０４５ ３４，８６４ ７９，２４９ ４．０ N.A.
１９７６ １７，１９４ ２３，７１０ ８，９８２ ３９，０２８ ８８，９１５ ４．０ N.A.
１９７７ ２３，１６３ ２９，４６０ ９，２０３ ４３，４１５ １０５，２４１ ４．２ N.A.
１９７８ ３０，４０５ ２８，６８３ ９，８８１ ４８，０４１ １１７，０１０ ４．３ N.A.
１９７９ ３８，７３０ ２４，８２６ １０，１５８ ５２，９２２ １２６，６３５ ４．２ N.A.
１９８０ ４８，２０９ ２６，３４５ １０，４６９ ５８，０７４ １４３，０９７ ４．２ N.A.
１９８１ ５６，９２６ ２６，６５７ １０，６１１ ６３，２２５ １５７，４２０ ４．３ N.A.
１９８２ ６３，５９８ ２７，８７８ １０，５７３ ６８，３７６ １７０，４２６ ４．３ N.A.
１９８３ ６８，８７０ ３０，２６５ １２，０６４ ７３，５３０ １８４，７２９ ４．５ N.A.
１９８４ ８２，０９０ ３４，５４８ １３，９３４ ７８，６９０ ２０９，２６１ ４．８ N.A.
１９８５ １００，７２３ ４０，７２４ １６，１４６ ８３，８５６ ２４１，４５０ ５．０ N.A.
１９８６ １２０，４０９ ４７，０２０ １８，０９８ ８８，２７２ ２７３，８００ ５．３ N.A.
１９８７ １４０，９５５ ５４，５１２ ２０，２８０ ９２，０１２ ３０７，７６０ ５．６ N.A.
１９８８ １６４，７９７ ６１，３６５ ２３，８７９ ９５，１４２ ３４５，１８４ ５．９ N.A.
１９８９ １９０，９３２ ６８，９６５ ２７，８５６ ９７，７２４ ３８５，４７７ ６．２ N.A.
１９９０ ２１４，６３２ ７８，４４９ ２９，８８５ ９９，８１３ ４２２，７７８ ６．２ ６．１
１９９１ ２３８，１６３ ８６，１６９ ３１，７４３ １０２，４５２ ４５８，５２７ ６．１ ６．０
１９９２ ２４７，８０２ ８９，８８４ ３２，０８４ １０５，５６９ ４７５，３４０ ５．８ ５．７
１９９３ ２４５，４９９ ９３，７６３ ３１，６１６ １０９，１２５ ４８０，００３ ５．７ ５．６
１９９４ ２５０，８２５ ９８，３３８ ３０，２２４ １１３，３０６ ４９２，６９３ ５．７ ５．７
１９９５ ２５９，６６５ １１０，１０２ ２９，１２２ １１８，４２９ ５１７，３１８ ５．９ ５．９
１９９６ ２８２，８８８ １３１，３１６ ２７，６７２ １２４，９１９ ５６６，７９５ ６．５ ６．５
１９９７ ３０７，３０３ １５０，６０８ ２６，４８９ １３１，８７３ ６１６，２７３ ６．８ ６．９
１９９８ ３２３，３１１ １６１，６８３ ２４，５７８ １３７，９５１ ６４７，５２４ ６．９ ７．０
１９９９ ３３８，６９６ １７２，５２３ ２２，８９９ １４４，２７４ ６７８，３９１ ７．２ ７．３
２０００ ３６０，９５２ １８５，６６６ ２０，９１１ １４９，５１２ ７１７，０４１ N.A. ７．７
２００１ ３７５，５４１ １９８，２１３ １８，４０６ １５３，５７３ ７４５，７３３ N.A. N.A.

（出所） 内閣府「産業連関表」「接続産業連関表」「国民経済計算」、経済産業省「機械統計」
「特定サービス産業動態統計」、財務省「貿易統計」、「法人企業統計年報」、
日本銀行「国内卸売物価指数」「輸出入物価指数」、国土交通省「建設デフレータ」、
米国商務省「Fixed Reproducible Tangible Wealth,１９２５―９４」より郵政研究所作成。
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推計結果は前ページ図表３の通りである。

これによれば、９９年末の実質情報資本ストック

は約７９兆円となっている。内訳は、コンピュータ

関連が最も多く３９．６兆円、通信施設が１８．２兆円、

通信機器関連が１８．５兆円、事務用機器が２．１兆円

となっている。同年の全資本ストックに占める

シェアは７．６％となっている。

�２ 生産関数の推計

上記情報資本ストック統計をもとに先ず生産関

数を推計し、IT資本ストックの生産性への寄与

を推計する。

尚、ここでの産出量は、現行９３SNAでは８０年

以前について遡及できないため、６８SNAベース

の実質GDPとした。

関数タイプはコブ・ダグラス型、CES型（Con-

stant Elasticity）、トランス・ログ型の３タイプ

である。推計期間はいずれも７５～９８年である。

先ず、操作性の利便性から最も多く利用されて

いるコブ・ダグラス型であるが、その一般的な関

数は次の通りである。

Y＝ALαK β

Y：産出量、K：資本ストック、L：労働投入

（就業者数×労働時間）、α、βはそれぞれ、労

働、資本の生産弾力性でα＋β＝１。

ここでは、情報資本ストックを明示的に説明変

数に加える。

Y＝AeαT LαL K１αK１K２αK２

K１：非情報資本ストック、K２：情報資本ストッ

ク

上記式を下記の通り変形して推計した。

ln（Y ／L）＝lnA＋αK１ln（K１／L）＋αK２ln（K２／L）＋

αTt

推計結果は図表４の通りとなった。IT資本ス

トックは生産性へ有意に寄与していないことにな

る。

次にCES型関数で推計してみる。

推計式は以下の通りである。

ρ：代用パラメータ

Y＝A０eαTt［αK１K１－ρ＋αK２K２－ρ

＋（１－αK１－αK２）L－ρ］
－１／ρ

推計結果は次頁図表５の通りであり、ここでも

やはりIT資本ストックは有意に寄与していない。

最後にトランス・ログ型関数をみてみる。推計

式は次の通りである。

lnY＝α０＋αK１K１＋αK２K２＋αLL＋αTT

＋
１
２
αK１K１（lnK１）２＋αK１K２lnK１logK２

＋αK１LlnK１lnL＋
１
２
αK２K２（lnK２）２

＋αK２LlnK２lnL＋
１
２
αLL（lnL）２

（尚、サンプル数が少ない点を加味して各生産要

素の弾力性（＝価値シェア）についてSUR

（seemingly unrelated regression）による同時

推定を施している。）

推計結果は次頁図表６の通りとなった。情報資

本ストックのパラメータは有意な結果となってお

り、相当程度寄与していることになる。但し、労

働と情報資本ストック、及び非情報資本ストック

の交差項（αK１L、αK２L）はプラスとなっており、

代替関係については有意な結果が得られなかった。

図表４ コブ・ダグラス型の推計結果

パラメータ ｔ値 生 産 要 素

αK１ ０．３８９ ２．９３ 非IT資本ストック

αK２ －０．１４７ －１．６６ IT資本ストック

αL ０．７５９ ９．８８ 労働

αT ０．０１７ ３．９５

α０ １．８７１ ４．７０

adjR２＝０．９９３
（出所） 各種統計より郵政研究所作成。
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前述の通り、以上３タイプの関数のなかではト

ランス・ログ型が最も一般性を有しているために、

トランス・ログ型に基づく推計結果を採用するの

が妥当であろう。勿論、以上の推計は、前述の通

り統計上の様々な制約を受けているため、結果に

ついてはその分を差し引く必要があることは言う

までもない。

一方、冒頭で触れたように、米国においては９０

年代後半に入ってから、IT化の生産性への寄与

度が相当程度にあることが実証されつつある。図

表７の通り、概ね生産性上昇率の加速分の半分程

度がIT化によるもの、との結果が得られている。

�３ 産業連関表による波及効果分析

次に一般均衡論的アプローチに基づいて、産業

連関表を用いて分析する。

ここでは、TFP（全要素生産性）、PFP（部分

要素生産性）の変化を通した各産業の価格変化を

分析する。ここにおける全要素生産性の価格波及

効果とは、例えば、運輸業におけるすべての投入

図表６ トランス・ログ型の推計結果

パラメータ ｔ値 生産要素及び代替関係

αK１ ０．９０１ ３．１７ 非IT資本ストック

αK１K１ －０．２１８ －２．３０

αK１K２ －０．０２９ －５．０９

αK２ ０．０９９ ５．８０ IT資本ストック

αK２K２ ０．０２４ ５．５３

αL ０．００１ １．２４ 労働

αK１L ０．２４７ ２．４６ 非IT資本ストックと労働

αK２L ０．００５ ３．４４ IT資本ストックと労働

αLL －０．２５１ ２．４５

α０ １．２７４ １１２．８９

αT ０．０２３ ３０．４５

（出所） 各種統計より郵政研究所作成。

図表７ 米国における労働生産性上昇へのITの寄与

労働者１人当
たり IT資本
の 増 加
percentage
point
a

IT製 造 部 門
要素生産性
の 上 昇
percentage
point
b

ITの寄与度

percentage
point
c＝a＋b

生産性の加速

percentage
point
d

ITの寄与率

percent

e＝c／d

Oliner and Sichel

（１９９６―１９９９年と１９９１―１９９５年の差）
０．４５ ０．２６ ０．７１ １．０４ ６８．３％

Congressional Budget Office

（１９９６―１９９９年と１９７４―１９９９年の差）
０．４０ ０．２０ ０．６０ １．１０ ５４．５％

Economic Report of the President

（１９９５―１９９９年と１９７３―１９９５年の差）
０．４７ ０．２３ ０．７０ １．４７ ４７．６％

Jorgenson and Stiroh

（１９９５―１９９８年と１９９０―１９９５年の差）
０．３１ ０．１９ ０．５０ １．００ ５０．０％

Whelan

（１９９６―１９９８年と１９７４―１９９５年の差）
０．４６ ０．２７ ０．７３ ０．９９ ７３．７％

（出所） U.S. Department of Commerce,“Digital Economy２０００”

図表５ CES型の推計結果

パラメータ ｔ値 生 産 要 素

αK１ ０．０１４ １．１８ 非IT資本ストック

αK２ －０．０８６ －２．９９ IT資本ストック

αL １．０７２ １．７５ 労働

αT ０．００８ ２．２９

α０ ２．７６２ ２４．１５

ρ －１．１２１ －４．９５

adjR２＝０．８７０
（出所） 各種統計より郵政研究所作成。
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要素を変化させた場合に、各産業の価格がどう変

化するかということである。言い換えれば、投入

係数表の列方向の係数が定率で変化したケースの

価格変化である。ここではIT財を供給（＝製

造）する産業自体の生産性が向上した場合に、他

の産業がどの程度価格低下効果を受けるのかとい

う視点である。

一方、部分要素生産性の価格波及効果とは、行

方向の投入係数が定率で変化したケースの価格変

化である。各産業で投入するIT関連財の価格低

下がその産業の供給する財価格へ及ぼす効果をみ

るものである。

産業連関表は平成１１年版８７部門の９５年価格実質

ベースを用いる。IT産業としては、コンピュー

タの製造業（産業連関表ではその他の電気機械器

具製造業）、電気通信業（産業連関表も同じ）、ソ

フトウェア等（産業連関表では他の対事業所サー

ビス）とする。ここでは、各IT産業のTFP、

PFPがともに１０％上昇した場合の効果をみてみる。

計測結果は次頁図表８の通りである。

先ず、TFP波及効果についてみてみると、そ

の他電気機械自体の価格低下効果が１２．１％で最も

大きいことはいうまでもないが、次いで民生用電

気機械の１．９％、産業用電気機械の１．３％、自動車

の０．９％、精密機械の０．８％の順で大きいものと

なっている。いわゆる機械製造系の価格低下効果

が大きいことがわかる。

次に、電信・電話業の波及効果をみてみると、

電信・電話業の１０．１％に次いで、放送業の０．８％、

広告業の０．５％、他の対事業所サービスの０．４％と

いう順で大きいものとなっている。他の対事業所

サービスにおいては、他の対事業所サービス自体

の１０．１％に次いで、放送業の１．３％、その他の運

輸業の１．０％、広告業、建築業の０．９％、の順で大

きいものとなっている。

次にPFPの価格波及効果についてみてみる。先

ずその他の電気機械自体の９．２％に次いで、民生

用電気機械の２．７％、産業用電気機械の１．９％、自

動車の１．３％、精密機械の１．２％と機械製造系が続

く。電信・電話業では、電信・電話業の８．１％に

次いで、放送業の１．３％、広告業の０．８％、他の対

事業所サービスの０．６％が大きいものとなってい

る。他の対事業所サービスにおいては、他の事業

所サービス自体の７．７％に次いで、放送業の２．０％、

その他の運輸業、金融業の１．６％、広告業の１．４％

と大きいものとなっている。

図表８をみればわかる通り、概ねPFPの価格効

果がTFPよりも大きくなっている。これは、

PFPとしてのIT財そのものの投入価格が低下し

た場合、直接的にその他産業に与える影響が大き

いためである。

以上みてきたように、IT関連財の１０％の価格

低下効果は相当程度大きいものである。今後、更

にIT化が進めば、経済全体の生産性を高める効

果が期待できる。

�４ 労働需要関数の推計

ここでは、労働需要関数を推計し、想定される

労働とIT資本財の代替関係をみてみる。

推計式は以下の通りである。

ln（L）＝αln（W ／PNIT）＋βln（W ／PIT）

＋γln（Y）＋C

W：雇用所得デフレータ、PNIT：非IT

資本財価格 PIT：IT資本財価格

推計結果は図表９の通りとなった。IT資本財

と労働の代替パラメータはマイナスとなっており、

有意な結果が得られている。ただし、前述の通り、

トランス・ログ型生産関数の推計においては、労

働とITストックの代替関係は有意な結果となっ

ていないため、ここからただちに労働力とIT資

本財の代替関係が検証されたわけではない。
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図表８ IT財のTFP及びPFP波及効果

全要素生産性（１０％上昇） 部分要素生産性（１０％上昇）

その他の電気
機械器具製造業 電信・電話業 他の対事業所

サービス
その他の電気
機械器具製造業 電信・電話業 他の対事業所

サービス

米 麦 －０．０２ －０．０６ －０．１４ －０．０３ －０．０９ －０．２２
その他の耕種農業 －０．０３ －０．０７ －０．１５ －０．０４ －０．１１ －０．２４
畜 産 ・ 養 蚕 －０．０４ －０．１１ －０．３１ －０．０６ －０．１８ －０．４９
獣 医 －０．０３ －０．０９ －０．１８ －０．０４ －０．１５ －０．２９
農 業 サ ー ビ ス －０．０３ －０．０９ －０．２１ －０．０４ －０．１５ －０．３４
林 業 －０．０５ －０．０９ －０．１６ －０．０７ －０．１５ －０．２６
漁 業 －０．０７ －０．１３ －０．２０ －０．１０ －０．２１ －０．３３
石 炭 ・ 亜 炭 －０．０５ －０．３５ －０．４０ －０．０７ －０．５７ －０．６４
金 属 鉱 業 －０．１２ －０．１７ －０．３９ －０．１８ －０．２７ －０．６３
原 油 ・ 天 然 ガ ス －０．０５ －０．２７ －０．５１ －０．０７ －０．４３ －０．８１
採 石 ・ 砂 利 －０．０９ －０．１２ －０．３５ －０．１３ －０．２０ －０．５５
そ の 他 の 鉱 業 －０．１３ －０．１６ －０．３７ －０．１９ －０．２６ －０．５９
畜 産 食 料 品 －０．０４ －０．１４ －０．３９ －０．０５ －０．２３ －０．６３
水 産 食 料 品 －０．０４ －０．１７ －０．３０ －０．０６ －０．２７ －０．４７
精 殻 ・ 製 粉 －０．０３ －０．１０ －０．２２ －０．０４ －０．１７ －０．３４
そ の 他 の 食 料 品 －０．０３ －０．１５ －０．３５ －０．０５ －０．２４ －０．５５
飲 料 －０．０３ －０．１３ －０．２７ －０．０５ －０．２１ －０．４２
た ば こ －０．０１ －０．０３ －０．２１ －０．０２ －０．０４ －０．３３
製 糸 －０．０２ －０．１４ －０．４２ －０．０３ －０．２３ －０．６７
紡 績 －０．０３ －０．１４ －０．３３ －０．０５ －０．２３ －０．５３
織 物 ・ 繊 維 製 品 －０．０３ －０．１４ －０．３６ －０．０５ －０．２３ －０．５７
身 廻 品 －０．０３ －０．１８ －０．４８ －０．０５ －０．２９ －０．７７
製 材 ・ 木 製 品 －０．０４ －０．１１ －０．２１ －０．０６ －０．１８ －０．３３
家 具 －０．０５ －０．１６ －０．３７ －０．０７ －０．２６ －０．５８
パ ル プ ・ 紙 －０．０３ －０．１３ －０．３５ －０．０４ －０．２１ －０．５６
出 版 ・ 印 刷 －０．０５ －０．１６ －０．５３ －０．０７ －０．２６ －０．８４
皮 革 ・ 毛 皮 製 品 －０．０４ －０．１２ －０．３５ －０．０５ －０．２０ －０．５６
ゴ ム 製 品 －０．０４ －０．１５ －０．３７ －０．０６ －０．２５ －０．５９
基 礎 化 学 製 品 －０．０４ －０．１１ －０．３４ －０．０５ －０．１７ －０．５４
化 学 繊 維 －０．０５ －０．１２ －０．３１ －０．０７ －０．１９ －０．５０
その他の化学製品 －０．０３ －０．２３ －０．４２ －０．０４ －０．３７ －０．６６
石 油 製 品 －０．０１ －０．０３ －０．０７ －０．０１ －０．０６ －０．１１
石 炭 製 品 －０．０３ －０．０８ －０．１８ －０．０４ －０．１４ －０．２９
窯 業 ・ 土 石 －０．０５ －０．１２ －０．３３ －０．０７ －０．２０ －０．５３
製 鉄 －０．０５ －０．１１ －０．３３ －０．０７ －０．１８ －０．５２
そ の 他 の 鉄 鋼 －０．０３ －０．１１ －０．２９ －０．０５ －０．１７ －０．４６
非 鉄 金 属 －０．０６ －０．１２ －０．２５ －０．０９ －０．１９ －０．３９
金 属 製 品 －０．０９ －０．１５ －０．３５ －０．１３ －０．２４ －０．５６
一 般 機 械 －０．４４ －０．１４ －０．３９ －０．６４ －０．２３ －０．６２
産 業 用 電 気 機 械 －１．２９ －０．１５ －０．３７ －１．８６ －０．２４ －０．５８
民 生 用 電 気 機 械 －１．８７ －０．１２ －０．２９ －２．７０ －０．２０ －０．４６
その他の電気機械 －１２．１０ －０．１１ －０．３１ －９．１９ －０．１８ －０．４９
自 動 車 －０．９１ －０．１３ －０．３９ －１．３１ －０．２１ －０．６２
船 舶 －０．５９ －０．１６ －０．３９ －０．８５ －０．２７ －０．６２
その他の輸送用機械 －０．４９ －０．１４ －０．３６ －０．７１ －０．２２ －０．５８
精 密 機 械 －０．８０ －０．１６ －０．３７ －１．１５ －０．２６ －０．５９
そ の 他 の 製 造 品 －０．１５ －０．１５ －０．３４ －０．２２ －０．２４ －０．５４
建 築 －０．１８ －０．１８ －０．９２ －０．２５ －０．２９ －１．４７
土 木 －０．１１ －０．２２ －０．８３ －０．１６ －０．３５ －１．３２
電 力 －０．０５ －０．０７ －０．３５ －０．０７ －０．１２ －０．５５
ガ ス ・ 熱 供 給 －０．０３ －０．１０ －０．４０ －０．０４ －０．１５ －０．６４
上 水 道 －０．０３ －０．０９ －０．４０ －０．０５ －０．１５ －０．６４
工 業 用 水 道 －０．０５ －０．０６ －０．３１ －０．０７ －０．１０ －０．５０
廃 棄 物 処 理 －０．０４ －０．２２ －０．６４ －０．０６ －０．３６ －１．０１
卸 売 －０．０２ －０．３５ －０．４９ －０．０３ －０．５６ －０．７８
小 売 －０．０２ －０．２４ －０．４９ －０．０３ －０．３９ －０．７８
金 融 －０．０２ －０．３３ －０．９９ －０．０３ －０．５４ －１．５８
保 険 －０．０１ －０．２１ －０．６５ －０．０２ －０．３４ －１．０３
不 動 産 仲 介 業 －０．０１ －０．１１ －０．３９ －０．０２ －０．１８ －０．６２
住 宅 賃 貸 料 －０．０１ －０．０３ －０．１７ －０．０１ －０．０５ －０．２７
不 動 産 賃 貸 業 －０．０１ －０．０５ －０．３９ －０．０２ －０．０８ －０．６２
鉄 道 －０．０６ －０．１８ －０．５９ －０．０９ －０．２９ －０．９３
道 路 輸 送 －０．０５ －０．２３ －０．２５ －０．０８ －０．３８ －０．４０
水 運 －０．０４ －０．２４ －０．４１ －０．０５ －０．３９ －０．６６
航 空 輸 送 －０．０７ －０．２３ －０．５８ －０．１０ －０．３８ －０．９３
そ の 他 の 運 輸 －０．０３ －０．２３ －０．９８ －０．０４ －０．３７ －１．５６
電 信 ・ 電 話 －０．０２ －１０．１３ －０．７６ －０．０３ －８．０６ －１．２１
郵 便 －０．０２ －０．２３ －０．２６ －０．０２ －０．３７ －０．４１
教 育 －０．０４ －０．１３ －０．２８ －０．０６ －０．２２ －０．４５
研 究 －０．０３ －０．１７ －０．２５ －０．０４ －０．２８ －０．４０
医 療 ・ 保 健 衛 生 －０．０２ －０．１４ －０．５２ －０．０３ －０．２２ －０．８３
その他公共サービス －０．０２ －０．２８ －０．７２ －０．０３ －０．４５ －１．１５
広 告 －０．０７ －０．５０ －０．８６ －０．１０ －０．８２ －１．３７
業務用物品賃貸業 －０．０６ －０．１１ －０．３６ －０．０８ －０．１８ －０．５８
他の事業所サービス －０．０４ －０．３８ －１０．１２ －０．０５ －０．６２ －７．７４
娯 楽 －０．０４ －０．１１ －０．３８ －０．０６ －０．１８ －０．６１
放 送 －０．１８ －０．８０ －１．２８ －０．２６ －１．３０ －２．０４
飲 食 店 －０．０２ －０．１５ －０．２８ －０．０３ －０．２４ －０．４４
旅 館 －０．０３ －０．２２ －０．４０ －０．０４ －０．３５ －０．６３
洗濯・理容・浴場 －０．０３ －０．１８ －０．３７ －０．０４ －０．２９ －０．５９
他の個人サービス －０．０３ －０．１３ －０．３４ －０．０４ －０．２１ －０．５４
自動車・機械修理 －０．８９ －０．２１ －０．３４ －１．２８ －０．３４ －０．５４
分 類 不 明 －０．０５ －０．１３ －０．５３ －０．０７ －０．２０ －０．８４
政 府 ・ 教 育 －０．０１ －０．０３ －０．１６ －０．０２ －０．０６ －０．２５
政 府 ・ そ の 他 －０．１３ －０．１５ －０．４７ －０．１８ －０．２５ －０．７５
非 営 利 ・ 教 育 －０．０２ －０．１０ －０．２７ －０．０３ －０．１６ －０．４４
非 営 利 ・ そ の 他 －０．０２ －０．１７ －０．４８ －０．０３ －０．２７ －０．７７

（注）９３SNA、平成７年基準実質ベース。平成１１年実績。
（出所） 内閣府「国民経済計算：産業連関表平成１１年」より郵政研究所作成。
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�５ パソコン普及率の推計

次に需要サイドへの影響を推計してみる。ここ

では、「耐久財家電」としてのパソコンの普及率

がどう推移するか検証する。

通常、家電の普及率はロジスティック関数に近

似すると言われるが、パソコンの普及率について

も同関数に近似するとの仮定をおいてみる。関数

式は以下の通りである。

Y（t）＝１００／（１＋e－α－βt）

Y（t）：普及率 t：タイムトレンド

先ず、これまで普及してきた家電について推計

してみる。対象とする家電は、カラーテレビ、冷

蔵庫、電子レンジ、洗濯機、エアコン、掃除機、

VTR、それに家電ではないが普及している乗用

車を加えた。

推計結果は図表１０、次頁図表１１の通りとなる。

時間に対してよくフィットした推計結果となって

いる。例えば、カラーテレビの場合、概ね１０年程

度で普及率が９０％、冷蔵庫は１４年程度で９０％に達

している。

こうした家電は、需要がロディスティックカー

ブを描き、急速に普及する傾向がある。一旦普及

した後は買い換えサイクルに移行し、新たな需要

が生まれる。従って、新しい家電が発明され、そ

の利便性が世間一般に認識されると、相当程度の

需要喚起効果が見込まれる。パソコンの場合はど

うであろうか。図表１０、１２に推計結果を示してあ

る。

パソコンの場合、普及し始めて日が浅くサンプ

ル数が少ないという問題はあるものの、こちらも

時間へのフィットは良好である。パソコンは９５～

９６年頃から急速に普及し始め、２００１年時点で

５０．１％となっている。このペースでいくと２０１５年

には９０％を越えることが見込まれる。

今後、パソコンの更なる普及と買い換えによる

需要は相当程度見込まれ、需要創出効果が期待で

きる。加えて、我が国の場合、携帯電話の需要も

期待できよう。既に契約数は６８００万件を越え（平

成１４年２月現在：電気通信事業者協会調べ）、普

及率の速度は落ちることも考えられるが、次世代

型に対する新たな需要が見込まれ、IT財への需

要を底上げすることになろう。

図表９ 労働と資本財の代替関係推計

パラメータ t値 生産要素代替関係

α ０．１６７ １．３２ 非IT資本財と労働

β －０．４６６ －６．５５ IT資本財と労働

γ ０．５４３ ８．７３ 生産水準

Ｃ ５．５０４ ４．４４

adjR２＝０．８７８
（出所） 各種統計より郵政研究所作成。

図表１０ 家電普及率の推計

α （ｔ値） β （ｔ値） adjR２

カラーテレビ －４．６４５ （－３８．３２） ０．７１９ （３９．４６） ０．９９８

冷蔵庫 －３．４８０ （－３４．４０） ０．３９４ （３６．２５） ０．９９６

洗濯機 －１．４８９ （－２７．１１） ０．２７１ （３５．８０） ０．９９２

エアコン －３．４８４ （－２８．７２） ０．１３８ （２９．４５） ０．９８５

乗用車 －２．２８３ （－１９．５２） ０．１１７ （２１．５０） ０．９６４

電子レンジ －２．８７３ （－２４．６９） ０．１７５ （２６．３４） ０．９８５

掃除機 －２．２２６ （－２８．８５） ０．２７３ （３２．９０） ０．９９２

VTR －２．６３２ （ －８．８７） ０．２１５ （９．５３） ０．９０６

パソコン －３．１９０ （－１１．９７） ０．１９０ （８．４６） ０．８７０

（出所） 内閣府「消費動向調査」より郵政研究所作成。
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図表１１ 家電普及率の推移

（出所） 内閣府「消費動向調査」より郵政研究所作成。
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Ⅳ 最後に

以上、IT化のマクロ的インパクトの論点整理、

及び実証分析を行ってきた。

冒頭で触れたように、IT化の経済効果が発現

するまでには相当程度の時間的経過が必要である

ため、現段階において実証的にマクロ的効果を計

測するにはサンプル数などの点で限界があること

は事実である。

しかし、本稿中で行った実証分析のなかには既

にインプリケーションを示唆するものもあり、

IT化が更に進展すればより明瞭に検証されてい

くものと考えられる。

経済企画庁（当時：現内閣府）が９７年６月に実

施した「規制緩和などの経済構造改革が経済に与

える影響について」をみると、全要素生産性が上

昇する要因として、情報通信ストックの外部性効

果や労働規制緩和の生産性向上効果、人的資本に

対する投資促進効果等が主たるものとして挙げら

れている。成長に寄与する主たる効果は最終的に

全要素生産性を０．９５％上乗せするという結果に

なっている。IT化によって全要素生産性上昇率

が体現されるとしている。

一方、国立社会保障・人口問題研究所「将来推

計人口」によれば、日本の人口は僅かながらも

２００７年までは増加する見込みである。しかし、趨

勢的に低下する出生率を背景として生産年齢人口

（１５歳から６４歳）は１９９５年をピークに低下してい

く。

今後、我が国の成長力を維持、高めるための

tacticsとしてIT化の一層の推進も一つの可能性

をもっている。今後もIT関連統計の整備を見据

えながら継続的にIT化効果を分析していきたい。
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